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税理士法改正

2014(Ｈ26)年

会計士にハードル

2015(Ｈ27)年

陳情活動開始

平成28年度
税制改正

特殊支配同族会社
の役員給与の損金
不算入制度の廃止

2010(Ｈ22)年
商法改正ー税理士
が現物出資の証明
者に、任意監査制
度・委員会設置会
社制度の導入
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税政連活動の広報に関するＱ＆Ａ
（平成�年�月作成・東税政広報委員会）

Ｑ１．税理士会や支部の会報にはどのような形で税
政連の活動を掲載することができますか？
　
Ａ１．具体的記載例（日税連「税理士界」１３２１号参
照）
①平成○年○月○日、京王プラザホテルに於いて行
われた東京税理士政治連盟の定期総会に神津会長
以下役員が出席し祝辞を述べた。
②平成○年○月○日、○○○に於いて行われた○○
税理士政治連盟の定期総会に○○支部長以下○○
副支部長が出席し祝辞を述べた。
③平成○年○月○日、○○○に於いて行われた○○
を囲む税理士後援会に総会に○○支部長以下○○
副支部長が出席し祝辞を述べた。
※定期総会・賀詞交換会・忘年会・研修会・ゴルフ
会等範囲内となる
　
Ｑ２．税理士会会報に税政連単独の活動記事ではな
く、税理士会活動の一環として法対策委員会及び制
度部などの報告に絡めた記事として掲載するのはい
いですか？
　
Ａ２．税理士法改正、税制改正、共催する報道懇・
研修会など税理士会活動の一環として絡めた報告記
事は範囲内となる。
　
Ｑ３．税理士会側が会報に関連団体の取材記事とし
て東税政の紹介記事を掲載するのはいいですか？
　
Ａ３．掲載することはできますし、既に掲載
されております。各支部会報に於いても、税
政連の取材記事を掲載することはできます。

東 京 税 政 連（１１） 第２００号２０１５年（平成２７年）９月１日（火曜日） 　　


